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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

第３四半期連結
累計期間

第35期
第３四半期連結
累計期間

第34期
第３四半期連結
会計期間

第35期
第３四半期連結
会計期間

第34期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 5,704,2875,615,7771,901,7941,896,4407,696,331

経常利益（千円） 331,316 383,583 152,974 143,198 502,251

四半期（当期）純利益（千円） 180,266 192,622 83,592 71,773 272,685

純資産額（千円） － － 5,010,3134,555,4245,103,363

総資産額（千円） － － 7,017,0196,752,5507,273,919

１株当たり純資産額（円） － － 848.69 934.72 864.45

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
30.53 33.70 14.16 13.43 46.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 71.4 67.5 70.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
212,113 308,170 － － 440,837

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△334,064 △3,744 － － △336,628

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△147,590△745,047 － － △147,590

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 3,190,4572,975,9963,416,616

従業員数（人） － － 683 671 676

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

　　　ません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 671     

　（注）従業員数は就業人員数であり、当社グループからグループ外への出向者１名を除いております。

　　

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 584     

　（注）従業員数は就業人員数であり、当社から社外への出向者２名を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの事業は、バリュー・ソリューションサービス事業単一でありますが、サービス分野別の生産、受注及

び販売の状況を示すと、次のとおりであります。　　

(1）生産実績

サービス分野別

当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日)

前年同四半期増減率

（％）　

システム・ソリューションサービス(千円) 1,086,613 33.3 

システム・メンテナンスサービス(千円) 882,643 　  △19.6 　

合計(千円) 1,969,256 2.9 

　（注）上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

サービス分野別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

受注高
前年同四半期
増減率（％）

受注残高
前年同四半期
増減率（％）

システム・ソリューションサービス(千円) 967,113 48.6 659,769 62.9

システム・メンテナンスサービス(千円) 985,410 △5.4 688,580 14.5

合計(千円) 1,952,523 15.4 1,348,350 34.0

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注高は「受注・売上管理規則」に基づき個別契約の締結、注文書もしくはこれらに準じる文書を受領した

ときをもって計上しております。

(3）販売実績

サービス分野別
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期増減率（％）

システム・ソリューションサービス(千円) 1,017,701 35.2 

システム・メンテナンスサービス(千円) 878,738 △23.5 

合計(千円) 1,896,440 △0.3 

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社野村総合研究所 902,689 47.5 949,702 50.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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また、顧客の業種別販売実績は次のとおりであります。

業種別

当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日)

前年同四半期増減率

（％）　

金融

銀行(千円) 298,906 △0.1 

証券(千円) 207,171 △16.4 

保険(千円) 1,000,108 1.5 

金融小計(千円) 1,506,186 △1.7 

非金融

公共(千円) 86,877 28.4 

流通(千円) 78,981 26.2 

クレジット(千円) 81,113 △0.5 

その他(千円) 143,281 △9.1 

非金融小計(千円) 390,254 5.7 

合計(千円) 1,896,440 △0.3 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　(1) 業績の状況

　　当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）におけるわが国経済は、緩やかに回復し

つつあるものの、引き続き雇用情勢は厳しく、また、急激な円高の進行・定着など、依然として先行きは不透明

感が払拭されない状況で推移いたしました。

　　この中にあって、情報サービス産業は、ユーザー企業がソフトウエア投資に対して慎重な姿勢を継続するなど、

厳しい状況が続いております。

　　このような経営環境下で当社グループは、継続取引先企業との取引領域の拡大や新規取引先に対する提案営業

に注力し、特にシステム基盤案件などを中心に受注の拡大に努めると共に、固定費の削減にも継続して取り組

みました。

　　その結果、連結売上高は1,896百万円（前年同四半期増減率0.3％減）、営業利益は142百万円（同7.9％増）、経

常利益は143百万円（同6.4％減）、四半期純利益は71百万円（同14.1％減）となりました。

　　なお、サービス分野別の売上高については、システムの企画／設計・開発フェーズで提供するシステム・ソ

リューションサービスは、保険業界向けの大規模案件の継続受注及びシステム基盤案件の拡大などにより、

1,017百万円（前年同四半期増減率35.2％増）となりました。また、システムの稼動後に提供するシステム・メ

ンテナンスサービスは、非金融業界向けの案件の収束などにより、878百万円（同23.5％減）となりました。

　(2) キャッシュ・フローの状況

　　当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、2,975百

万円と前年同四半期連結会計期間末（3,190百万円）より214百万円減少しております。

　　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動によるキャッシュ・フローは、137百万円（前年同四半期連結会計期間36百万円）となりました。これ

は、税金等調整前四半期純利益132百万円に加え、売上債権の減少162百万円及びその他流動負債の増加130百万

円などによる資金増加から、賞与引当金の減少△205百万円及び法人税等の支払額△116百万円などによる資金

減少があった結果であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動によるキャッシュ・フローは、△8百万円（前年同四半期連結会計期間△330百万円）となりました。

これは、敷金及び保証金の差入による支出△2百万円、保険積立金の積立による支出△2百万円並びに有形及び

無形固定資産の取得による支出△2百万円などの結果であります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動によるキャッシュ・フローは、△671百万円（前年同四半期連結会計期間△73百万円）となりました。

これは、配当金の支払額△73百万円及び自己株式の取得による支出△597百万円であります。

　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　(4) 研究開発活動

　　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、14百万円であります。なお、当第３四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 6,206,496 6,206,496東京証券取引所市場第二部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 6,206,496 6,206,496 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 6,206,496 － 689,044 － 665,721

　

（６）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   302,800 ― 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,902,600 59,026 同上

単元未満株式 普通株式     1,096 ― ―

発行済株式総数 6,206,496 ― ―

総株主の議決権 ― 59,026 ―

　（注）上記の「単元未満株式」には、当社所有の自己株式89株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ハイマックス
横浜市中区本町

２丁目22
302,800 － 302,800 4.88

計 ― 302,800 － 302,800 4.88

（注）会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を1,030千株取

得したこと等により、当第３四半期会計期間末の自己株式の数は、1,332,929株保有しております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 610 609 617 613 604 599 592 589 608

最低（円） 590 575 574 581 581 568 552 567 571

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,245,996 3,416,616

売掛金 920,085 1,063,871

仕掛品 124,485 22,577

その他 256,777 257,221

流動資産合計 4,547,344 4,760,288

固定資産

有形固定資産 ※1
 37,038

※1
 37,821

無形固定資産 25,471 30,674

投資その他の資産

長期預金 1,400,000 1,370,000

その他 745,066 1,077,506

貸倒引当金 △2,371 △2,371

投資その他の資産合計 2,142,695 2,445,134

固定資産合計 2,205,205 2,513,631

資産合計 6,752,550 7,273,919

負債の部

流動負債

買掛金 207,739 169,915

未払法人税等 53,054 72,318

賞与引当金 242,419 445,821

役員賞与引当金 10,815 20,370

その他 433,295 260,457

流動負債合計 947,324 968,882

固定負債

退職給付引当金 742,161 659,374

役員退職慰労引当金 － 542,300

長期未払金 507,640 －

固定負債合計 1,249,801 1,201,674

負債合計 2,197,125 2,170,556

純資産の部

株主資本

資本金 689,044 689,044

資本剰余金 665,722 665,722

利益剰余金 4,083,596 4,038,563

自己株式 △882,741 △289,438

株主資本合計 4,555,621 5,103,891

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △197 △528

評価・換算差額等合計 △197 △528

純資産合計 4,555,424 5,103,363

負債純資産合計 6,752,550 7,273,919
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 5,704,287 5,615,777

売上原価 4,580,050 4,488,326

売上総利益 1,124,237 1,127,450

販売費及び一般管理費 ※1
 826,274

※1
 759,166

営業利益 297,962 368,284

営業外収益

受取利息 11,320 9,709

保険返戻金 9,374 －

雇用調整助成金 11,656 8,070

その他 3,448 4,508

営業外収益合計 35,801 22,288

営業外費用

固定資産除却損 2,278 2,835

自己株式取得費用 － 4,154

その他 169 －

営業外費用合計 2,447 6,989

経常利益 331,316 383,583

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,732

関係会社特別退職金 － 10,295

特別損失合計 － 27,027

税金等調整前四半期純利益 331,316 356,556

法人税等 ※2
 151,050

※2
 163,933

少数株主損益調整前四半期純利益 － 192,622

少数株主利益 － －

四半期純利益 180,266 192,622
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 1,901,794 1,896,440

売上原価 1,522,336 1,511,958

売上総利益 379,458 384,481

販売費及び一般管理費 ※1
 247,653

※1
 242,206

営業利益 131,804 142,275

営業外収益

受取利息 － 1,308

保険返戻金 6,918 －

雇用調整助成金 11,656 2,386

その他 2,593 1,383

営業外収益合計 21,169 5,077

営業外費用

自己株式取得費用 － 4,154

営業外費用合計 － 4,154

経常利益 152,974 143,198

特別損失

関係会社特別退職金 － 10,295

特別損失合計 － 10,295

税金等調整前四半期純利益 152,974 132,903

法人税等 ※2
 69,381

※2
 61,129

少数株主損益調整前四半期純利益 － 71,773

少数株主利益 － －

四半期純利益 83,592 71,773
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 331,316 356,556

減価償却費 17,177 13,520

賞与引当金の増減額（△は減少） △215,559 △203,401

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4,300 △9,555

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38,245 82,787

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,700 △542,300

長期未払金の増減額（△は減少） － 507,640

移転損失引当金の増減額（△は減少） △5,920 △6,800

受取利息及び受取配当金 △11,534 △9,892

売上債権の増減額（△は増加） 439,961 143,786

前受金の増減額（△は減少） 1,317 2,061

たな卸資産の増減額（△は増加） △65,229 △102,008

その他の流動資産の増減額（△は増加） △11,828 △5,612

仕入債務の増減額（△は減少） △62,141 37,824

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,768 27,249

その他の流動負債の増減額（△は減少） 114,321 131,817

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,732

その他 △7,096 25,735

小計 554,663 466,140

利息及び配当金の受取額 11,534 9,892

法人税等の支払額 △354,084 △175,085

法人税等の還付額 － 7,223

営業活動によるキャッシュ・フロー 212,113 308,170

投資活動によるキャッシュ・フロー

敷金及び保証金の差入による支出 － △2,887

敷金及び保証金の回収による収入 20,167 20,912

有形及び無形固定資産の取得による支出 △16,855 △10,369

保険積立金の積立による支出 △57,965 △8,243

保険積立金の解約による収入 24,819 －

定期預金の預入による支出 △600,000 △1,100,000

定期預金の払戻による収入 300,000 800,000

投資有価証券の償還による収入 － 300,000

その他 △4,231 △3,156

投資活動によるキャッシュ・フロー △334,064 △3,744

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △597,456

配当金の支払額 △147,590 △147,590

財務活動によるキャッシュ・フロー △147,590 △745,047

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △269,540 △440,620

現金及び現金同等物の期首残高 3,459,998 3,416,616

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,190,457

※
 2,975,996
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更　 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。 

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は、それぞれ

1,680千円減少しております。また、税金等調整前四半期純利益は、18,412千円

減少しております。　

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第３四半期連結会計期間において固定負債の「役員退職慰労引当金」に含めて表示しておりました執行役員及び

理事への退職慰労金は、平成22年６月18日開催の定時株主総会において取締役及び監査役に対する役員退職慰労金制

度の廃止が決議されたため、第１四半期連結会計期間より固定負債の「退職給付引当金」に含めて表示することに変

更しました。なお、当第３四半期連結会計期間の固定負債の「退職給付引当金」に含まれる金額は49,500千円であり

ます。

　

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　また、前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取利息」は、

営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前第

３四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取利息」は893千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法　 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前連結会計年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、役員報酬制度見直しの一環として、従来、取締役及び監査役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を「役員退職慰労引当金」として計上しておりましたが、平成22年６月18日開催の定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。

　これに伴い、在任期間に応じた「役員退職慰労引当金」は全額取り崩し、打ち切り支給額の未払分507,640千円を固

定負債の「長期未払金」に計上しております。

　　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、71,109千円であり

ます。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、76,182千円であり

ます。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 千円　

従業員給与手当 267,101

役員賞与引当金繰入額 19,200

賞与引当金繰入額 29,892

役員退職慰労引当金繰入額 21,000

 千円　

従業員給与手当 238,613

役員賞与引当金繰入額 10,815

賞与引当金繰入額 27,359

役員退職慰労引当金繰入額 7,240
  
※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　　　　　　　　　　同左

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 千円　

従業員給与手当 73,463

役員賞与引当金繰入額 6,400

賞与引当金繰入額 19,916

役員退職慰労引当金繰入額 7,500

 千円　

従業員給与手当 72,718

役員賞与引当金繰入額 2,935

賞与引当金繰入額 24,902

　 　
  
※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　　　　　　　　　　同左

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　（平成21年12月31日現在）

　資金の範囲に含めた現金及び現金同等物の四半期末残高

は、四半期連結貸借対照表の現金及び預金勘定残高

（3,190,457千円）と一致しております。

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

  対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　（平成22年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 3,245,996

預入期間が３か月を超える定期預金 △270,000

現金及び現金同等物 2,975,996

　　

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　6,206,496株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　1,332,929株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月18日

定時株主総会
普通株式 73,795 12.5平成22年３月31日平成22年６月21日 利益剰余金

平成22年11月５日

取締役会
普通株式 73,795 12.5平成22年９月30日平成22年12月６日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成22年11月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づく自己株式（普通株式）の取得に係る事項について決議し、平成22年11月９日付

で東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）における買付けにより、株式数1,030,000株、取得

価額593,280千円を取得いたしました。この自己株式の取得及び単元未満株式の買取りにより、当第３四半期連

結会計期間末における自己株式は1,332,929株、882,741千円となっております。

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　

　当社グループは、バリュー・ソリューションサービスを事業内容としており、単一事業のため事業の種類別セグ

メント情報を記載しておりません。
　
【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　　

  本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載してお

りません。　
　
【海外売上高】
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　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　　

　海外売上高がないため記載しておりません。
　
【セグメント情報】

　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　　 

　当社グループは、バリュー・ソリューションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。
　

（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）　　

　著しい変動がないため記載を省略しております。

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）　　

　著しい変動がないため記載を省略しております。
 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。
　
（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　著しい変動がないため記載を省略しております。　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 934.72円 １株当たり純資産額 864.45円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 30.53円 １株当たり四半期純利益金額 33.70円
  
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益（千円） 180,266 192,622

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 180,266 192,622

期中平均株式数（株） 5,903,607 5,716,328

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 14.16円 １株当たり四半期純利益金額 13.43円
  
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益（千円） 83,592 71,773

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 83,592 71,773

期中平均株式数（株） 5,903,607 5,343,805

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　　

　　著しい変動がないため記載を省略しております。
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２【その他】

　平成22年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・73,795千円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・12円50銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成22年12月６日

　（注）　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　四　半　期　レ　ビ　ュ　ー　報　告　書

 平成22年２月10日

株 式 会 社 ハ イ マ ッ ク ス  

 取 締 役 会　御 中   

新　日　本　有　限　責　任　監　査　法　人

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業　務　執　行　社　員

公認会計士 土　井　英　雄　　印

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業　務　執　行　社　員

公認会計士 尾　﨑　隆　之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハイマック

スの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハイマックス及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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独　立　監　査　人　の　四　半　期　レ　ビ　ュ　ー　報　告　書

 平成23年２月９日

株 式 会 社 ハ イ マ ッ ク ス  

 取 締 役 会　御 中   

新　日　本　有　限　責　任　監　査　法　人

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業　務　執　行　社　員

公認会計士 尾　﨑　隆　之　　印

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業　務　執　行　社　員

公認会計士 薄　井　　　誠　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハイマック

スの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハイマックス及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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